
幼保連携型認定こども園設置認可申請事項

１　建物その他設備の規模及び構造並びにその面積

（１）敷地実測面積　　　　　　　㎡（敷地登記面積　　　　　　　㎡）
	 地　　番
	 地　積
	 地　目
	 所　有　者
	 所有形態
	 備考

	
	
	
	
	
	


（２）建物面積（建物を区分して所有あるいは使用している場合は幼保連携型認定こども園専用面積）
    ア　延べ（床）面積                ㎡
    イ　建築（床）面積                ㎡
（３）建物の規模及び構造（建物を区分して所有あるいは使用している場合は幼保連携型認定こども園専用部分）
    ア　構造（　　　　　　　　　　） （例）「鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造２階建」（２階以下を原則とする（注３））
　 イ　規模　耐火建築物（　適　・　否　）
　 ウ 学級数（　　　　　　　　）学級
	室名
	室数
	面積（㎡）
	階数
	備　　　考

	乳児室
	
	
	
	

	ほふく室
	
	
	
	

	保　　育　　室

（上段３歳未満児）

（下段３歳以上児）
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	遊戯室
	
	
	
	

	調理室
	
	
	
	

	調乳室
	
	
	
	

	沐浴室
	
	
	
	

	保健室
	
	
	
	

	職員室
	
	
	
	

	図書室
	
	
	
	

	会議室
	
	
	
	

	便所
	
	
	
	（大　　　器、　小　　　器）

	職員用便所
	
	
	
	（大　　　器、　小　　　器）

	子育て支援事業用室
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


(注） １　建物が複数ある場合は、建物毎に本表を作成すること。

　　　２　室名は適宜変更して差し支えないこと。ただし、その場合は用途を備考欄に記入すること。

　　　３　２階以上に乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室、便所等を設ける場合は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準を定める条例に規定する基準を満たすことを明らかにした書類を添付すること。

　　　４　子育て支援事業用室の欄には、児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、病児・病後児保育事業等を専用室で実施する場合に、記入すること。

　　　 ５　各階部屋別求積表を添付のこと。
　　　 ６  面積は壁の内側の用途に供する部分。（教育・保育として供用できる部分の面積（棚等除く。））
（４）　園庭※
	面積
	　　　　　　　　㎡　　　（砂場　　　　　　か所　　　　　　　　　㎡）

	場所
	　□敷地内　　□隣接地　□公園　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	園舎からの距離
	　　　　　　　　　　　　ｍ


※園庭を園舎の付近の適当な場所とする場合は、次の内容が記載された書類を添付すること
（所在地、場所の用途〔公園等〕、所有者〔所有者の承諾が必要な場合は承諾書〕、場所の利用時間帯、場所の面積が分かる書類、園児の移動距離・移動方法・移動時間・移動時の安全対策、移動を含めた1日のカリキュラム）
（５）　敷地建物の権利関係
　　ア　土地　　　□自己所有　　□賃貸　（相手方氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　月額賃料　　　　　　　　　円（管理費　　　　　　　円）

　　イ　建物　　　□自己所有　　□賃貸　（相手方氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　月額賃料　　　　　　　　　円（管理費　　　　　　　円）
（６）建物の建築年月等
	建物の建築

年月
	昭和

　　　　　　　　年　　　　　月

平成

	建築確認日
	昭和

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日（昭和56年6月以降に建築確認を受けた建物

平成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　でない場合以下①②へ）

	
	①耐震診断
	□実施済（実施年月日　　　年　　月　　日）　　　　□未実施
（　□　耐震基準を満たしている　　□耐震基準を満たしていない　）

	
	②耐震化工事
	□実施済（実施年月日　　　年　　月　　日）　　　　□未実施


（７）設　備
ア　備品及び遊具
	備品及び屋内遊具
 規　　格
	 数　量
 単　　価

	 品　　　名
	 数　　量
	 品　　　名
	 数　　量

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


    イ　備えるよう努める設備
	品　　　名
	 数　量

	放送聴取設備
	

	映写設備
	

	水遊び場
	

	園児清浄用設備
	

	     　 計
	


（８）ア　飲み水用設備、手洗い用設備及び足洗い用設備　　　　　□有　　　　□　無

　　　イ　飲み水用設備は、手洗い用設備又は足洗い用設備と区別して備えているか

　　　　　□区別している　　　　□区別していない
（９）飲用水
     □　上水道　　　□　貯水槽水道　　　□　井戸水　　　　□その他（　　　　　　　　　　）

（１０）消火設備等
	消火設備の設置
	□有（　□消火器　　□その他：　　　　　　　　　）　□無

	警報・通報設備
	□火災報知機等非常警報器具又は設備（　　　　　　　　　　）　　

□消防機関へ火災を通報する設備（　　　　　　　　　　　）

	避難器具
	　□有（　　　　　　　　　　　　　　　）・　□無

	防炎処理
	□カーテン   ( □防炎物品 ) 　
□敷物       ( □防炎物品 )

□建具等　   ( □防炎物品  □防炎スプレー )

	玄関以外の非常口
	□有　□無　無の場合の避難器具　⇒　□有（　　　　　　　）□無

	消防計画
	□有  （届出年月日　昭和・平成　　　　年　　月　　日　・　未届）   　 　　

□無

	
	防火管理者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	避難・救出等訓練
	通報訓練：年　　回　　救出訓練：年　　回）　消火訓練：年　　回　

	保

育

室

が

２

階
	転落防止設備
	　□有（　　　　　　　　　　　　　　　）・　□無

	
	避難

設備
	常用
	　□屋内階段　□屋外階段

	
	
	避難
	　□屋内階段　□待避上有効なバルコニー　□屋外階段

□準耐火構造の屋外傾斜路　□その他（　　　　　　　　　　）

	保

育

室

が

３

階

※
	転落防止設備
	　□有（　　　　　　　　　　　　　　　）・　□無

	
	避難

設備
	常用
	□屋内避難階段（保育室等から30m以内にあるもの ）

□屋外避難階段等（保育室等から30m以内にあるもの ）

	
	
	避難
	□屋内避難階段（保育室等から30m以内にあるもの ）

□屋外避難階段等（保育室等から30m以内にあるもの ）
□耐火構造の屋外傾斜路（保育室等から30m以内にあるもの ）

□その他（　　　　　　　　　　）

	
	調理設備部分の

防火区画
	□耐火構造の床又は耐火構造の壁　□特定防火設備　　

	
	調理設備部分の

防火設備
	□ダンパー　　□スプリンクラー　　□自動消火装置

	
	不燃材仕上げ
	□事業所の壁　　 　□事業所の天井の室内に面する部分

	※保育室が４階以上の場合は別途対応有り。


２　運営の方法

（１）設置者（　　　　　　　　　　　　　）
（２）経営者（　　　　　　　　　　　　　）

（３）定員の状況

	
	保育認定こども
	教育標準時間認定こども
	合計

	年齢別内訳
	０歳児（３：１）
	　　名（　　　名）
	
	　　名（　　　名）

	
	１歳児・２歳児
	　　名（　　　名）
	
	　　名（　　　名）

	
	（６：１）
	１歳児
	　　名（　　　名）
	
	　　名（　　　名）

	
	
	２歳児
	　　名（　　　名）
	
	　　名（　　　名）

	
	３歳児（２０：１）
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）

	
	４歳以上児
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）

	
	（３０：１）
	４歳児
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）

	
	
	５歳児
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）

	合　計
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）
	　　名（　　　名）


※括弧内には、園児の実員（見込数）を記載すること。

(４) 開園日及び開園時間

	
	保育認定こども
	教育標準時間認定こども

	年間開園日数
	
	

	休園期間又は休園日
	
	

	開園時間
	平日
	
	

	
	土曜日
	
	

	
	日曜日・祝日
	
	

	年間教育週数
	
	


(５)　保育料以外の利用料

ア　実費徴収       　□　有（内容：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　□　　無
　

　イ　上乗せ徴収     　□　有   内容：　　　　　　　　　　　        　 　  　□　　無

           　　　　　　　　　　 理由：

　　　　　　　　　　　　　　　  金額：

(６)　 利用手続・利用者に対する事前説明の方法について

 (７) 学級編制及び職員配置

	対象歳児及び定数
	学級名又は組名
	保育教諭等の
配置数
	使用する保育室等の数及び面積※
	備考

	
	
	常勤
	非常勤
	
	

	(例)４歳　　３０人
	ひまわりぐみ
	２
	０
	１室　112.6㎡
	

	歳　　　　人
	
	
	
	
	

	歳　　　　人
	
	
	
	
	

	歳　　　　人
	
	
	
	
	

	歳　　　　人
	
	
	
	
	

	歳　　　　人
	
	
	
	
	

	歳　　　　人
	
	
	
	
	



※満３歳以上の園児については教育を行うための学級を編制する

※１学級の園児数は３５人以下を原則とする

 (８) 給食の実施内容
	教育標準時間認定こども
	□自園調理　　□業務委託（施設内調理）　　□外部搬入
□未実施（食事の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	提供日数
	
	日／週

	保育認定こども（３歳以上児）
	□自園調理　　□業務委託（施設内調理）　　□外部搬入

	
	提供日数
	
	日／週

	保育認定こども（３歳未満児）
	□自園調理　　□業務委託（施設内調理）

	
	提供日数
	
	日／週

	給食提供についての

考え方
	

	食育の推進に係る取組み
	　□有　　　□無

	アレルギー等への対応
	　□対応する　　　□対応しない


· 外部搬入を行う場合は、「認定こども園における外部搬入による食事提供計画書」を添付すること。
(９) 職員の資質向上のための運営上の工夫
	


(10) 情報提供の方法

（※「ホームページに掲載する」など、具体的な方法について記載すること。）
	


 (11) 入園する子どもの公正な選考方法

（※特別な配慮を必要とする子どもへの対応や、入園希望者が予定数を上回った場合の選考方法などについて記載すること。これらのことが分かる他の資料の添付をもって代えることができる。）
	


(12) 子どもの安全の確保及び健康の保持増進を図る体制
	（１）防災

（２）防犯

（３）環境衛生

（４）健康診断

（５）感染症対策

（６）各種マニュアルの整備



(13) 自己評価及び外部評価
	自己評価の実施方法
	

	外部評価の実施方法
	

	評価結果の活用方法
	


· 評価結果の活用方法について、評価結果を公表する場合はその旨についても記載すること。
 (14) 苦情解決の体制

	苦情解決の体制
	

	苦情受付担当者の職氏名
	

	苦情解決責任者の職氏名
	


· 第三者による苦情解決制度を設けている場合は、その旨記載すること。

· 上記の内容が分かる他の資料の添付もって代えることができる。
３　職員の状況

（１）　職員一覧
	職名
	氏名
	生年
月日
	資格・取得年月日
	従事内容
	勤務
形態
	雇用

年月日
	給与月額
	備　考

	
	
	
	
	学
級
担
任
	教育

利用
	保育利用
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	本俸
	諸手当
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	専任・兼任
	
	
	
	


（注）１　職名欄は、園長、副園長又は教頭、主幹保育教諭、保育教諭、調理員、用務員、事務員、養護教諭、栄養教諭、学校医、学校歯科医、学校薬剤師等の例により記入すること。なお、非常勤職員については、非常勤保育教諭（講師）、非常勤調理員等の例により記入すること。

２　資格欄は、保育士、幼稚園教諭、調理師、栄養士等を記入すること。また、その資格を証する書類の写しを添付すること。

３　従事内容欄は、保育教諭等、教育・保育に直接従事する職員について、該当するすべての箇所に○を記入すること。また、備考欄には、担当する歳児及び学級名（組名）を記入すること。
４　フリーの職員として教育利用・保育利用のいずれも従事する場合は、どちらにも○を記入すること。

５　勤務形態欄は、常勤・非常勤の別、専任兼任の別を記入すること。兼任の場合は、備考欄に兼任している職の内容、時間などを記入すること。
６　非常勤職員については、備考欄にその勤務形態（1週間あたりの勤務時間等）を記載すること。

７　次の書類を添付すること。

・学校医、学校歯科医、学校薬剤師を除く、すべての職員について、履歴書

・園長・副園長又は教頭について、資格を証する書類の写し

・学校医、学校歯科医、学校薬剤師との業務契約書若しくは協定書の写し

８　申請書類の提出時点で採用内定等が行われていない者については、備考欄にその状況等を記載すること。

９　資格取得年月日は幼稚園教員免許の場合は取得年月日を、保育士資格の場合は登録年月日を、その他は免許取得年月日を記入すること。

１０　他の学校や社会福祉施設と兼任している職員は、兼任先の勤務証明書を添付すること。（保育従事者は兼職できない。）　

（２）職員配置計画書
	
	定員（人）
	学

級

数
	認可基準に基づく

職員配置基準（人）
	職員数

（現員）



	
	保育を必要とする子ども

満3歳以上
(2号認定)
	保育を必要とする子ども

満３歳未満
(3号認定)
	保育を必要とする子ども以外の子ども

満３歳以上
(1号認定)
	
	
	

	園長
	
	
	

	副園長又は教頭
	
	
	

	主幹保育教諭
	
	
	

	指導保育教諭
	
	
	

	保育教諭
	０歳児
	
	
	
	
	
	

	
	１歳児
	
	
	
	
	
	

	
	２歳児
	
	
	
	
	
	

	
	３歳児
	
	
	
	
	
	

	
	４歳児
	
	
	
	
	
	

	
	５歳児
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	調理員
	
	

	子育て支援従事職員(専任)
	
	

	事務員
	
	

	その他　内訳（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	合　　　　　　　　　　　　計
	
	

	平均勤続年数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年（全職員）

	平均経験年数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年（全職員）


（３）　園長の状況

	氏　名
	
	生年月日
	

	住　所
	

	資格取得(登録)年月
	教諭専修免許状又は一種免許状
	　　　年　　　月

	
	保育士資格（登録）
	　　　年　　　月

	教育及び保育に関する実務経験年月
	教　育：　　　　年　　　　月
（うち施設の管理者の経験年数　　　　　　　）

	
	保　育：　　　　年　　　　月
（うち施設の管理者の経験年数　　　　　　　）

	
	その他：　　　　年　　　　月

	園長資格要件の適合内容※１
	

	
	（同施行規則第１３条の規定により任命・採用する場合は、その理由）※２




　※１　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１２条に規定する要件のうち、該当するものを記入すること。

　※２　園長の採用に関する理事会等の審議内容が確認できる資料（議事録）を添付すること。
　※３　教育及び保育に関する実務経験年月を証明するため、他の施設等を含めて、勤務証明書を添付すること。
（４）副園長又は教頭の状況
	氏　名
	
	生年月日
	

	住　所
	

	資格取得（登録）年月
	教諭専修免許状又は一種免許状
	　　　年　　　月

	
	保育士資格（登録）
	　　　年　　　月

	教育及び保育に関する実務経験年月
	教　育：　　　　年　　　　月
（うち施設の管理者の経験年数　　　　　　　）

	
	保　育：　　　　年　　　　月
（うち施設の管理者の経験年数　　　　　　　）

	
	その他：　　　　年　　　　月

	副園長又は教頭の資格要件の適合内容※１
	

	
	（同施行規則第１３条の規定により任命・採用する場合は、その理由）※２




　※１　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１２条に規定する要件のうち、該当するものを記入すること。

　※２　副園長の採用に関する理事会等の審議内容が確認できる資料（議事録）を添付すること。
　※３　教育及び保育に関する実務経験年月を証明するため、他の施設等を含めて、勤務証明書を添付すること。
４　教育・保育の内容
　※内容が分かる他の資料の添付もって代えることができる。
	（１）保育内容等具体的な取組について

	幼保連携型認定こども園として目指す教育及び保育の目標及び理念
（幼保連携型認定こども園教育・保育要領の内容についても踏まえつつ、目指している子どもたちへの教育
及び保育の目標・理念について記入して下さい。）

	教育及び保育の具体的計画及び概要
（教育・保育計画に関する内容や子どもの発達・成長のための具体的な取組について記入して下さい。）
・障害児保育　　　□　実施する　　□　実施しない　・病児保育　　　　□　実施する　　□　実施しない


	障害児・要保護児童等、特別の支援を必要とする園児に対する教育・保育の配慮について具体的に記載してください。

	（２）具体的な園行事の取組とその考え方について記載して下さい。

	春

	夏

	秋

	冬

	毎月

	（３）１日の園の教育・保育に関するスケジュールを記載して下さい。

	


５　添付書類
※添付書類には原本証明をすること

	申請者の適格性
	法人登記事項証明書

	
	法人役員・評議員名簿

	
	法人定款又は寄附行為

	
	法人決算書類〔直近の年〕（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、残高証明書、財産目録等）、現年度予算書、事業開始年度の収支予算書

	
	申請者（役員等）に係る身分証明書(履歴書及び役員等の状況)

	
	幼稚園認可証、保育所認可証、認定こども園認定証

	
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に第１７条第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書

	
	認可申請に係る理事会・評議員会の審議記録（議事録抄本）

	施設設備等
	園地付近見取図

	
	園舎建物及び園庭配置図

	
	園舎各階平面図(各室の面積、学級・保育の利用状況が分かるもの)

	
	園庭（運動場）求積図

	
	園地・園舎に係る土地及び建物の登記事項証明書（園庭含む）

	
	園地・園舎に係る土地又は建物の賃貸借契約書等の写し(賃貸の場合のみ)、当該土地に地上権、賃借権を設定している場合は登記簿謄本（抄本）を添付（園庭含む）

	
	耐震性があることを証明する書類（昭和56年6月以降に建築確認を受けた建物でない場合）

· 耐震診断結果の写し

· 耐震化工事の仕様書の写し

	
	食事の提供について、園内で委託業者が調理を行う場合、又は満３歳以上の子どもに対して自園以外で調理し、搬入する場合については、契約書の写し

	運営
	園則

	
	幼保連携型認定こども園の運営に関する規程

	
	教育及び保育の内容に関する全体的な計画（幼保連携型認定こども園教育・保育要領（平成26年内閣府、文部科学省、厚生労働省告示第１号）に規定する教育及び保育の内容に関する全体的な計画をいう。）

	
	指導計画（（幼保連携型認定こども園教育・保育要領（平成26年内閣府、文部科学省、厚生労働省告示第１号）に規定する指導計画をいう。）

	
	子育て支援事業計画書

	
	認定こども園における外部搬入による食事提供計画書（外部搬入を行う場合のみ）

	
	非常災害対策に関する指針

	
	経費の見積り及び維持の方法

	
	入園案内資料（募集要項）及び入園契約書案

	
	教育・保育に従事する職員の１週間以上の勤務体系表（ローテーション表）


	職員
	園長、副園長又は教頭に関する書類（履歴書、資格を証明する書類の写し、勤務証明書）

	
	園長の決定に関する理事会等議事録の写し

	
	その他職員の履歴書、保育教諭、調理員等の資格を証する書類の写し、応急手当に関する講習修了証の写し

	
	研修計画書等

	
	就業規則、給与規程

	
	学校医、学校薬剤師、学校歯科医の確保状況に関する書類（嘱託契約、就任承諾書等）

	関係法令適合状況
	園舎建物に係る建築基準法上の基準適合を証する書類（検査済証、確認済証等）（施設改築実施園のみ）

	
	消防計画

	関係機関との協議状況
	認可に係る利用者への情報提供・説明の状況（既存施設からの移行の場合）

	その他
	経理規程

	
	その他運営に関する規約


※事業を実施するにあたり、他法令の許・認可等が必要な場合は、所管官庁に必要書類を提出すること。
（別添第８号様式・認可申請書添付書類）

	施設名
	


認定こども園における子育て支援事業計画書

	事業名
	

	事業区分
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則　　　第２条第　　　号の事業

	事業概要
	【１　内容】

	
	【２　工夫した点】

（保護者の参加等への配慮や地域の機関・人材等との連携など）

	
	【３　対象】

	
	【４　実施日数及び実施時間】

（１週間に平均何回程度、各何時間程度実施する予定であるかなど）

	
	【５　職員の状況】

（担当職員数、専任か兼任かなど）

	
	【６　利用料】


　　※　複数の事業を実施する場合は、事業ごとに事業計画書を作成すること。

　　※　「事業区分」欄には、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第２条各号のうち、該当する事業の号番号を記載すること。

　　　３　上記の内容が分かる他の資料の添付をもって代えることができる。
（別添第９号様式・認可申請書添付書類）
	施設名
	


認定こども園における外部搬入による食事提供計画書

１　認定こども園における調理設備の内容

	


２　施設の体制

	区　　　分
	職名（資格）
	氏　　　名

	栄養基準及び献立作成基準管理者
	
	

	献立表の事前確認者
	
	

	調理等の現場作業責任者への指示者
	
	

	検食責任者
	
	

	子どもの嗜好調査責任者
	
	


　

３　栄養士の配置状況等

	配置場所
	　認定こども園　・　保健所　・　市町　・その他（　　　　　　）

	献立等について栄養士による指導を受けられる体制の状況
	


４　調理業務の受託業者の状況

（１）　受託業者の氏名又は名称及び代表者の氏名並びに住所又は主たる事務所の所在地

	氏名又は名称

及び代表者の氏名
	

	住所又は

主たる事務所の所在地
	


（２）　栄養士の配置状況

（※雇用している栄養士の数、当該認定こども園の食事に関する栄養士の責任体制等）

	


（３）　調理業務従事者

	
	氏　　名
	年齢
	調理業務の経験年数
	保有する資格

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	


（４）　調理業務従事者に対する衛生面及び技術面の教育又は訓練の実施予定

	


（５）　調理業務従事者の健康診断及び検便の実施予定

	


（６）　認定こども園が食事の提供の責任を果たし得る体制の状況

　　　（※食事の提供に関し事故が生じた際に、責任の所在を明確にできる体制となっているか、また、その原因を究明できるよう委託者が受託業者の施設等に立ち入って調査できることなどが契約内容に盛り込まれているか。）

	


　　※　食事の提供に関する受託業者との契約書の写しを添付すること。

５　アレルギー等への配慮

　　（※子どもの年齢、発達の段階及び健康状態、アレルギー、アトピー、必要な栄養素量の給与等への配慮について記載すること。）

	


６　食育の取組の状況

	　　


　　※　食育に関する計画を作成している場合は、それを添付すること。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第１７条第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
   　香川県知事　　殿
申請者　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
申請者が下記のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

記
	（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１７条第２項）

一　申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

三　申請者が、第二十二条第一項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。

四　申請者が、第二十二条第一項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

五　申請者が、第十九条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第二十二条第一項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として主務省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六　申請者が、認可の申請前五年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

七　申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。

イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

ロ　第一号、第二号又は前号に該当する者

ハ　第二十二条第一項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内にその幼保連携型認定こども園の設置者の役員又はその園長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの（当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。）

ニ　第四号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃止について相当の理由がある幼保連携型認定こども園を除く。）において、同号の通知の日前六十日以内にその設置者の役員又はその長であった者で当該廃止の認可の日から起算して五年を経過しないもの


平成　　年　　月　　日　　
香川県知事　殿
住所
法人名
代表者氏名　　　　　　　　印
経費の見積り及び維持の方法

このたび下記の幼保連携型認定こども園の経費の見積り及び維持の方法について、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１５条第１項第６号の規定により以下のとおり届け出ます。

	幼保連携型認定こども園の名称
	

	経費の見積り及び維持の方法
	

	欠損金が生じた場合の具体的対応策
	


（添付書類）

１　理事会等決議録謄本

２　事業開始後２ヶ年の収支予算

３　現年度予算書

（別添第７号様式・認可申請書添付書類）
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